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代表者

千円 県出資額 千円 県出資比率

（計画）事業の充実を図り

つつ、収支相償に留意しな

がら、収益の確保に努める

とともに、経費節減を徹底

し、安定した財政基盤の確

保に努める。

（実績）職場における健

（検）診受診者は増加した

が、新型コロナウイルス感

染症の影響により、市町村

の住民を対象とした特定健

康診査や、各種がん検診全

体の減少により、赤字決算

となった。今後とも経費節

減しつつ、公益事業の充実

を図る。

（計画）事業の充実を図りつつ、
収支相償に留意しながら、収益の
確保に努めるとともに、経費節減
を徹底し、安定した財政基盤の確
保に努める。
（実績）職場における健（検）診
受診者は増加したが、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により、市
町村の住民を対象とした特定健康
診査や、各種がん検診全体の減少
により、赤字決算となった。今後
とも経費節減しつつ、公益事業の
充実を図る。

（計画）事業の充実を
図りつつ、収支相償に
留意しながら、収益の
確保に努めるととも
に、経費節減を徹底
し、安定した財政基盤
の確保に努める。

（計画）各種健（検）診・検査、
啓発及び健康づくり支援事業の効
率的・効果的な事業運営に努め
る。
（実績）健（検）診・検査事業に
おける精度管理の徹底、県や市町
村と連携した健（検）診受診率向
上の取組、豊富な健診情報を基に
した調査分析活動への積極的な取
組等を役員会の迅速な意思決定の
もと推進した。

（計画）各種健（検）
診・検査、啓発及び健
康づくり支援事業の効
率的・効果的な事業運
営に努める。

改

革

工

内容 令和2年度 令和3年度 令和4年度

①公社等のあり

方見直し
各種事業の円滑な実施

（計画）各種健（検）診・

検査、啓発及び健康づくり

支援事業の一体的かつ円滑

な実施に努める。

（実績）健（検）診・検査

事業における精度管理の徹

底、県や市町村と連携した

健（検）診受診率向上の取

組、豊富な健診情報を基に

した調査分析活動への積極

的な取組等を役員会の迅速

な意思決定のもと推進し

た。

総出資額 30,000 8,000 26.7%

設立目的
　県民の総合的な健康づくりを積極的に推進するため必要な事業を行い、もって公衆衛生の向上と地域社会の健
全な発展を実現し、県民の保健、医療及び福祉の向上に寄与することを目的とする。

②

公

社

等

の

経

営

見

直

し

経営・事

業運営改

善

運営基本構想（中・長

期ビジョン）の実施

（計画）「運営基本構想」

をもとに、時代の変化に即

応しつつ、必要に応じた見

直し等を行いながら、経営

基盤の安定と精度管理の充

実を図る。

（実績）「運営基本構想」

を踏まえ、経営基盤の安定

と精度管理の充実を図っ

た。

（計画）「基本理念」及び「基本
方針」に基づき、時代の変化に即
応しつつ、必要に応じた見直し等
を行いながら、経営基盤の安定と
精度管理の充実を図る。
（実績）「運営基本構想」を踏ま
え、経営基盤の安定と精度管理の
充実を図った。

（計画）「基本理念」
及び「基本方針」に基
づき、時代の変化に即
応しつつ、必要に応じ
た見直し等を行いなが
ら、経営基盤の安定と
精度管理の充実を図
る。

財務改善

・収支相償の維持・確

保

・経費節減

特記事項
① 健康保険法、国民健康保険法、高齢者医療確保法に基づく特定健康診査事業

② 学校保健安全法に基づく健（検）診・検査事業

０９８５－３８－５５１２ ホームページ http://www.miyakenkou.or.jp/

設立年月日 平成9月4月1日 理事長　楠元志都生 県所管部・課
福祉保健部

健康増進課

令和4年度 公社等経営評価シート
（対象期間：令和3年4月1日～令和4年3月31日）

概

　

　

　

要

名　称 公益財団法人宮崎県健康づくり協会 所在地 宮崎市霧島１丁目１番地２

電話番号
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（計画）県委託費の適

正な規模の見直し

④情報公開推進
ホームページでの情報

公開の充実

（計画）ホームページでの

情報公開の充実

（実績）事業計画、事業実

績、決算等の情報公開を

行った。また、健康に関す

る各種情報やデータを適宜

発信することに努め、市町

村等を対象した研修会等で

その周知を積極的に行っ

た。

（計画）ホームページでの情報公

開の充実

（実績）事業計画、事業実績、決

算等の情報公開を行った。また、

健康に関する各種情報やデータを

適宜発信することに努め、市町村

等を対象した研修会等でその周知

を積極的に行った。

（計画）ホームページ

での情報公開の充実

③

県

と

公

社

等

の

関

係

見

直

し

人的支援

見直し

県職員の適正な配置の

検討

（計画）県派遣職員の適正

な配置を検討

（実績）R2.4派遣職員1名

（計画）県派遣職員の適正な配置

を検討

（実績）R3.4派遣職員1名

（計画）県派遣職員の

適正な配置を検討

財政支出

見直し

県事業委託の適正な規

模の検討

（計画）県委託費の適正な

規模の見直し

（実績）前年度に引き続

き、県民のがんの早期発見

を目的として、県の委託を

受け、市町村と連携しなが

ら、がんの個別受診勧奨を

実施するとともに、従来の

委託事業については効率・

効果的な事業執行に努め

た。

（計画）県委託費の適正な規模の

見直し

（実績）前年度に引き続き、県民

のがんの早期発見を目的として、

県の委託を受け、市町村と連携し

ながら、がんの個別受診勧奨を実

施するとともに、従来の委託事業

については効率・効果的な事業執

行に努めた。

組織等適

正化

・効率的な組織体制の

構築

・医師・看護師等専門

スタッフの充実

（計画）適正な人員配置等

により組織体制の強化・充

実を図るとともに、精度管

理の維持向上のため、常勤

医師・看護師等の専門ス

タッフの充実を図る。

（実績）正職員（一般事務

２名、運転士１名、保健

師・看護師２名、診療放射

線技師１名、臨床検査技師

０名）を採用し、スタッフ

の充実強化を図るととも

に、嘱託・臨時職員の適正

配置に取り組んだ。

（計画）適正な人員配置等により

組織体制の強化・充実を図るとと

もに、精度管理の維持向上のた

め、常勤医師・看護師等の専門ス

タッフの充実を図る。

（実績）正職員（一般事務２名、

運転士１名、保健師・看護師２

名、診療放射線技師１名、臨床検

査技師１名）を採用し、スタッフ

の充実強化を図るとともに、嘱

託・臨時職員の適正配置に取り組

んだ。

（計画）適正な人員配

置等により組織体制の

強化・充実を図るとと

もに、精度管理の維持

向上のため、常勤医

師・看護師等の専門ス

タッフの充実を図る。

程
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合計 県職員 県退職者 合計 県職員 県退職者 左記以外の者

11 3 3 11 3 3 5

3 0 3 3 0 3 0

8 3 0 8 3 0 5

74 1 1 79 1 1 77

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

96,660 94,577 95,921 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 6,081 6,139 6,103

令和3年度 令和4年度

決算額(千円) 予算額(千円)

① 67,208 67,208 委託料

② 28,713 28,713 委託料

③

④

⑤

令和4年度 令和5年度

実績値 達成度(%) 目標値 目標値

① 20,603 68.7% 30,000 30,000

② 1,871 31.2% 6,000 6,000

③ 71,343 209.8% 34,000 34,000

指標の設定に関する
留意事項

②H26～30の実績が、目標値の5,000人を上回ったことから、令和元年度から目標値を6,000件に見直した。

③令和元年度から、目標値を26,000件から34,000件に見直した。

活

動

指

標

指標名 算式（単位）
令和3年度

目標値

基本（特定）健康診査実
施件数

センターの維持管理、健康づくりに関する調査研究を行い、
その成果を地域に還元し、県民の健康増進に寄与

先天性代謝異常等検査事業 新生児に係る血液マス・スクリーニング検査の実施

年間実施件数（件） 30,000

市町村、事業場等健康指
導受講者数

年間延べ受講者数（人） 6,000

ホームページアクセス数 年間アクセス件数（件） 34,000

その他の県からの支援等 県の財政的関与は、健康づくり推進センター管理運営委託料が大部分を占める

主

な

県

財

政

支

出

の

内

容

事業名 事業内容 種別

宮崎県健康づくり推進センター管理

運営委託

県

関

与

の

状

況

実

施

事

業

①　各種健診（検診）及び検査事業　⑥　出版物斡旋事業
②　健康啓発事業　　　　　　　　　⑦　調査研究・情報提供事業
③　研修会開催・支援事業　　　　　⑧　精度管理事業
④　募金事業　　　　　　　　　　　⑨　宮崎県健康づくり推進
⑤　会議開催事業                      センター管理運営事業

非常勤 5

職員数 72

財

政

支

出

等

（千円） （千円）

県委託料 県借入金残高

県補助金

人

的

支

援

（人）

令和3年度 令和4年度

左記以外の者

役員数　 5

常　勤 0

県の損失補償契約等
に基づく債務残高

県交付金・負担金・
出資金

県職員人件費

（県支給分）
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令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

1,600,594 1,562,949 1,615,155 1,862,624 1,832,324 1,886,114

1,562,301 1,591,035 1,666,234 415,207 374,514 478,549

38,294 -28,086 -51,079 1,447,417 1,457,810 1,407,565

0 0 0 526,821 527,497 634,569

0 0 37 173,233 113,187 226,877

0 0 -37 353,588 414,310 407,692

38,294 -28,086 -51,116 1,335,803 1,304,828 1,251,545

1,223,984 1,262,278 1,234,192 73,525 70,636 68,469

1,262,278 1,234,192 1,183,076 66,301 66,301 66,301

-4,816 -2,890 -2,167 7,224 4,334 2,167

78,341 73,525 70,636 1,262,278 1,234,192 1,183,076

73,525 70,636 68,469 0 0 0

1,335,803 1,304,828 1,251,545 94,389 7,283 7,658

令和4年度 令和5年度

実績値 達成度(%) 目標値 目標値

3.6 107.7% 3.9 3.9

令和3年度 実績値の算式

56.8 105.3% 60.0 60.0

令和3年度 実績値の算式

99.8 93.7% 93.9 93.9

令和3年度 実績値の算式

改革工程 活動内容 財務内容 組織運営 改革工程 活動内容 財務内容 組織運営

Ｂ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ

公社等改革
推進委員会
三次評価

　活動内容については、健康診査実施件数、健康
指導受講者数とも目標を下回っているが、主に新
型コロナウイルス感染症の影響によるものであ
り、前年度より件数等が増えていることから一定
の評価ができる。
　財務内容については、健全な状態を維持してお
り、各指標とも目標を達成又はおおむね達成して
おり評価できる。
　県民の総合的な健康づくりを推進するための公
益法人として、引き続き、県全域を対象とした効
果的なサービスの提供が求められる。

直近の県監査

の状況
令和2年10月19日に県監査を受けた際、注意事項が2点あり、令和3年1月14日に改善報告を行った。
令和３年度は県監査はなかった。

総

合

評

価

公社等

自己評価

　改革工程に沿って、概ね計画どおりの成果を
上げることができた。
　令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の
拡大以前の健（検）診・検査数に回復しつつあ
る。
　また、研修会等についてもオンラインを活用
して実施するなど実績をあげている。
　今後とも、「運営基本構想」を踏まえ、効率
的・効果的な事業計画を策定し、事業の充実を
図りたい。

県所管部課

二次評価

　改革工程については、運営基本構想に基づく経
営の自立化等に向けた取組が着実に推進されて
る。
　活動指標については、「基本（特定）健康診断
実施件数」及び「市町村、事業場等健康指導受講
者数」は前年度に比べて改善されているものの目
標値に達していないため、さらなる活動改善に取
り組む必要がある。
　財務指標については、「管理費比率」及び「人
件費比率」は目標を達成したが、「収支比率」は
未達成であり、引き続き財務改善に取り組む必要
がある。

評価 (Ａ.良好､Ｂ

ほぼ良好､Ｃやや課題

あり、Ｄ課題多い)

評価 (Ａ.良好､Ｂ

ほぼ良好､Ｃやや課題

あり、Ｄ課題多い)

目　標

達成度

指標の設定に関する
留意事項

　

①
管理費比率 管理費/経常費用計×100（％） 3.9

(59,227千円/1,666,234千円)×100

②
人件費比率 人件費/経常費用計×100（％） 60.0

(946,562千円/1,666,234千円)×100

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計の金額と一致しない場合があります。

財

務

指

標

指標名 算式（単位）
令和3年度

目標値

③
収支比率 事業費/事業収益×100（％） 93.9

(1,607,007千円/1,609,968千円)×100

　固定負債

　当期一般正味財産増減額 正味財産

一般正味財産期首残高 　指定正味財産

指定正味財産期末残高 （うち基本財産への充当額）

正味財産期末残高 （うち特定資産への充当額）

　流動資産

　当期経常増減額 　固定資産

　　経常外収益 負債

　　経常外費用 　流動負債財

務

状

況

　　　　　　　　　正味財産増減計算書　　　　（千円） 　　　　　　　　  貸借対照表　　  　　　　（千円）

　　経常収益 資産

　　経常費用

一般正味財産期末残高 （うち基本財産への充当額）

　当期指定正味財産増減額 （うち特定資産への充当額）

指定正味財産期首残高 　一般正味財産

　当期経常外増減額

0% 50% 100% 150% 200% 250%

活動指標①

活動指標②

活動指標③

財務指標①

財務指標②

財務指標③


